
 
 

参考資料 
令和３年第４回三豊市議会定例会 

提出議案（条例関係）新旧対照表 

  ページ番号 

・議案第１０８号関係 ・・・ ２ 
 （行政手続等における押印見直しに伴う関係条例の整備につい

て） 

・議案第１０９号関係 ・・・ ５ 
 （三豊市防災センター設置条例の一部改正について） 

・議案第１１０号関係 ・・・ ６ 
 （ふるさと三豊応援寄附条例の一部改正について） 

・議案第１１１号関係 ・・・ ７ 
 （三豊市国民健康保険税条例の一部改正について） 

・議案第１１２号関係 ・・・ １４ 
 （三豊市国民健康保険条例の一部改正について） 

・議案第１１３号関係 ・・・ １５ 
 （三豊市幼保連携型認定こども園条例等の一部改正について） 

 



 

【議案第１０８号関係】 

  

   行政手続等における押印見直しに伴う関係条例の整備に関する条例 新旧対照表（抄） 

  

【第１条関係】 三豊市職員の服務の宣誓に関する条例（平成１８年三豊市条例第４８号） 一部改正 

改正後（案） 現   行 
別記様式(第2条関係) 

 

宣 誓 書 

 

 私はここに日本国憲法を尊重し、かつ、擁護することを固く誓います。 

 私は公務を民主的かつ能率的に運営すべき責務を自覚し、住民全体の奉仕者として誠実

にかつ公正に職務を執行することを誓います。 

 

      年  月  日 

 

氏名              

別記様式(第2条関係) 

 

宣 誓 書 

 

 私はここに日本国憲法を尊重し、かつ、擁護することを固く誓います。 

 私は公務を民主的かつ能率的に運営すべき責務を自覚し、住民全体の奉仕者として誠実

にかつ公正に職務を執行することを誓います。 

 

      年  月  日 

 

氏名          ○印  
 

  

【第２条関係】 三豊市予防接種等健康被害調査委員会設置条例（平成２３年三豊市条例第１９号） 一部改

正 

改正後（案） 現   行 

(記録) (記録) 
第10条 委員会は、会議の経過及び結果を記録した会議録を

作成しなければならない。 
第10条 委員会は、会議の経過及び結果を記録した会議録を

作成しなければならない。 
2 前項の会議録には、委員長及び委員長の指名する委員1人
が署名  しなければならない。 

2 前項の会議録には、委員長及び委員長の指名する委員1人
が署名捺印しなければならない。 
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【第３条関係】 三豊市山本町河川敷運動公園条例（平成１８年三豊市条例第２３３号） 一部改正 

改正後（案） 現   行 

  
  

【第４条関係】 三豊市固定資産評価審査委員会条例（平成１８年三豊市条例第３８号） 一部改正 

改正後（案） 現   行 

(審査の申出) (審査の申出) 
第4条 略 第4条 略 
2･3 略 2･3 略 
(削除) 4 審査申出書には、審査申出人(審査申出人が、法人その他

の社団又は財団であるときは代表者又は管理人、総代を互

選したときは総代、代理人によって審査の申出をするとき

は代理人)が押印しなければならない。 
4・5 略 5・6 略 

(審査申出人の口頭による意見陳述) (審査申出人の口頭による意見陳述) 
第7条 略 第7条 略 
2 略 2 略 
3 前項の調書には、次に掲げる事項を記載し       

                        なけ

ればならない。 

3 前項の調書には、次に掲げる事項を記載し、意見を聴い

た委員及び調書を作成した書記がこれに署名押印しなけ

ればならない。 
(1)・(2) 略 
(3) 意見を聴いた委員及び調書を作成した書記の氏名 
(4) 前3号に掲げるもののほか、必要な事項 

(1)・(2) 略 
 
(3) 前2号に掲げるもののほか、必要な事項 

(口頭審理) (口頭審理) 
第8条 略 第8条 略 
2~4 略 2~4 略 
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5 前項の口述書には、次に掲げる事項を記載し     

        なければならない。 
5 前項の口述書には、次に掲げる事項を記載し、提出者が

これに署名押印しなければならない。 
(1)~(3) 略 (1)~(3) 略 

6･7 略 6･7 略 
8 前項の調書には、次に掲げる事項を記載し      

                       なけ

ればならない。 

8 前項の調書には、次に掲げる事項を記載し、審理を行っ

た委員及び調書を作成した書記がこれに署名押印しなけ

ればならない。 
(1)~(4) 略 
(5) 審理を行った委員及び調書を作成した書記の氏名 
(6) 前各号に掲げるもののほか、必要な事項 

(1)~(4) 略 
 
(5) 前各号に掲げるもののほか、必要な事項 

(実地調査) (実地調査) 
第9条 略 第9条 略 
2 前項の調書には、次に掲げる事項を記載し      

                       なけ

ればならない。 

2 前項の調書には、次に掲げる事項を記載し、調査を行っ

た委員及び調書を作成した書記がこれに署名押印しなけ

ればならない。 
(1)~(3) 略 
(4) 調査を行った委員及び調書を作成した書記の氏名 
(5) 前各号に掲げるもののほか、必要な事項 

(1)~(3) 略 
 
(4) 前3号に掲げるもののほか、必要な事項 

(議事についての調書) (議事についての調書) 
第10条 略 第10条 略 
2 前項の調書には、次に掲げる事項を記載し      

                        な

ければならない。 

2 前項の調書には、次に掲げる事項を記載し、議事に関与

した委員及び調書を作成した書記がこれに署名押印しな

ければならない。 
(1)~(3) 略 (1)~(3) 略 
(4) 議事に関与した委員及び調書を作成した書記の氏名 
(5) 前各号に掲げるもののほか、必要な事項 

 
(4) 前3号に掲げるもののほか、必要な事項 
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【議案第１０９号関係】 

  

   三豊市防災センター設置条例（平成１８年三豊市条例第２３号） 一部改正 新旧対照表（抄） 

  

改正後（案） 現   行 

(名称及び位置) (名称及び位置) 
第2条 防災センターの名称及び位置は、次のとおりとする。 第2条 防災センターの名称及び位置は、次のとおりとする。 

名称 位置 
三豊市高瀬町防災センター 三豊市高瀬町下勝間2443番地1 
三豊市山本町防災センター 三豊市山本町財田西380番地1 
三豊市仁尾町防災センター 三豊市仁尾町仁尾辛32番地1 
三豊市財田町防災センター 三豊市財田町財田中598番地 

 

名称 位置 
三豊市高瀬町防災センター 三豊市高瀬町下勝間2443番地1 
三豊市山本町防災センター 三豊市山本町財田西380番地1 
三豊市仁尾町防災センター 
 

三豊市仁尾町仁尾辛32番地1 
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【議案第１１０号関係】 

  

   ふるさと三豊応援寄附条例（平成２０年三豊市条例第３５号） 一部改正 新旧対照表（抄） 

  

改正後（案） 現   行 

(目的) (目的) 
第1条 この条例は、ふるさと三豊のまちづくりを応援する

人々による寄附金の使途を明らかにすること等により、そ

の社会的投資を具体化し、個性豊かな活力あるまちづくり

を進めることを目的とする。 

第1条 この条例は、ふるさと三豊のまちづくりを応援する

人々による寄附金の使途を明らかにすること等により、そ

の社会的投資を具体化し、個性豊かな活力あるまちつぐり

を進めることを目的とする。 
(処分) (処分) 

第10条 市長は、次に掲げる経費に充てる場合に限り、  

       基金の全部又は一部を処分することがで

きる。 

第10条 市長は、対象事業を行う場合において、必要がある

と認めるときは、基金の全部又は一部を処分することがで

きる。 
(1) 第3条に規定する対象事業に要する経費  
(2) 寄附者への返礼品の贈呈、サービスの提供等ふるさと

納税制度の運用に要する経費 
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【議案第１１１号関係】 

 

   三豊市国民健康保険税条例（平成１８年三豊市条例第６９号） 一部改正 新旧対照表（抄） 

 

改正後（案） 現   行 

(国民健康保険の被保険者に係る基礎課税額の所得割額) (国民健康保険の被保険者に係る所得割額      ) 
第3条 略 第3条 略 

(国民健康保険の被保険者に係る基礎課税額の被保険者均

等割額) 
(国民健康保険の被保険者に係る被保険者均等割額   

   ) 
第5条 略 第5条 略 

(国民健康保険の被保険者に係る基礎課税額の世帯別平等

割額) 
(国民健康保険の被保険者に係る世帯別平等割額    

  ) 
第5条の2 略 第5条の2 略 

(1) 特定世帯(特定同一世帯所属者(国民健康保険法第6条
第8号の規定により被保険者の資格を喪失した者であっ

て、当該資格を喪失した日の前日以後継続して同一の世

帯に属するものをいう。以下同じ。)と同一の世帯に属す

る被保険者が属する世帯であって同日の属する月(以下

この号において「特定月」という。)以後5年を経過する

月までの間にあるもの(当該世帯に他の被保険者がいな

い場合に限る。)をいう。次号、第7条の3及び第23条第1
項において同じ。)及び特定継続世帯(特定同一世帯所属

者と同一の世帯に属する被保険者が属する世帯であっ

て特定月以後5年を経過する月の翌月から特定月以後8
年を経過する月までの間にあるもの(当該世帯に他の被

保険者がいない場合に限る。)をいう。第3号、第7条の3
及び第23条において同じ。)以外の世帯 27,000円 

(1) 特定世帯(特定同一世帯所属者(国民健康保険法第6条
第8号の規定により被保険者の資格を喪失した者であっ

て、当該資格を喪失した日の前日以後継続して同一の世

帯に属するものをいう。以下同じ。)と同一の世帯に属す

る被保険者が属する世帯であって同日の属する月(以下

この号において「特定月」という。)以後5年を経過する

月までの間にあるもの(当該世帯に他の被保険者がいな

い場合に限る。)をいう。次号、第7条の3及び第23条 

 において同じ。)及び特定継続世帯(特定同一世帯所属

者と同一の世帯に属する被保険者が属する世帯であっ

て特定月以後5年を経過する月の翌月から特定月以後8
年を経過する月までの間にあるもの(当該世帯に他の被

保険者がいない場合に限る。)をいう。第3号、第7条の3
及び第23条において同じ。)以外の世帯 27,000円 

(2)･(3) 略 (2)･(3) 略 
(国民健康保険の被保険者に係る後期高齢者支援金等課税

額の所得割額) 
(国民健康保険の被保険者に係る後期高齢者支援金等課税

額の所得割額) 
第6条 第2条第3項の所得割額は、           

       基礎控除後の総所得金額等に100分の2.6を
乗じて算定する。 

第6条 第2条第3項の所得割額は、賦課期日の属する年の前

年の所得に係る基礎控除後の総所得金額等に100分の2.6を
乗じて算定する。 

(納税義務の発生、消滅等に伴う賦課) (納税義務の発生、消滅等に伴う賦課) 
第13条 国民健康保険税の賦課期日後に納税義務が発生し

た者には、その発生した日の属する月から、月割をもって

算定した第2条第1項の額(第23条の規定による減額が行わ

れた場合には、その減額後の国民健康保険税の額とする。

以下この条において同じ。)を課する。 

第13条 国民健康保険税の賦課期日後に納税義務が発生し

た者には、その発生した日の属する月から、月割をもって

算定した第2条第1項の額(第23条の規定による減額が行わ

れた場合には、同条   の国民健康保険税の額とする。

以下この条において同じ。)を課する。 
2~8 略 2~8 略 

(国民健康保険税の減額) (国民健康保険税の減額) 
第23条 次の各号のいずれかに掲げる国民健康保険税の納

税義務者に対して課する国民健康保険税の額は、第2条第2
項本文の基礎課税額からア及びイに掲げる額を減額して

得た額(当該減額して得た額が63万円を超える場合には、6
3万円)、同条第3項本文の後期高齢者支援金等課税額からウ

及びエに掲げる額を減額して得た額(当該減額して得た額

が19万円を超える場合には、19万円)並びに同条第4項本文

の介護納付金課税額からオ及びカに掲げる額を減額して

得た額(当該減額して得た額が17万円を超える場合におい

ては、17万円)の合算額とする。 

第23条 次の各号のいずれかに掲げる国民健康保険税の納

税義務者に対して課する国民健康保険税の額は、第2条第2
項本文の基礎課税額からア及びイに掲げる額を減額して

得た額(当該減額して得た額が63万円を超える場合には、6
3万円)、同条第3項本文の後期高齢者支援金等課税額からウ

及びエに掲げる額を減額して得た額(当該減額して得た額

が19万円を超える場合には、19万円)並びに同条第4項本文

の介護納付金課税額からオ及びカに掲げる額を減額して

得た額(当該減額して得た額が17万円を超える場合におい

ては、17万円)の合算額とする。 
(1) 法第703条の5第1項に規定する総所得金額及び山林

所得金額の合算額が、43万円(納税義務者並びにその世帯

(1) 法第703条の5   に規定する総所得金額及び山林

所得金額の合算額が、43万円(納税義務者並びにその世帯
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に属する国民健康保険の被保険者及び特定同一世帯所

属者のうち給与所得を有する者(前年中に法第703条の5
に規定する総所得金額に係る所得税法(昭和40年法律第

33号)第28条第1項に規定する給与所得について同条第3
項に規定する給与所得控除額の控除を受けた者(同条第1
項に規定する給与等の収入金額が55万円を超える者に

限る。)をいう。以下この号において同じ。)の数及び公

的年金等に係る所得を有する者(前年中に法第703条の5
に規定する総所得金額に係る所得税法第35条第3項に規

定する公的年金等に係る所得について同条第4項に規定

する公的年金等控除額の控除を受けた者(年齢65歳未満

の者にあっては当該公的年金等の収入金額が60万円を

超える者に限り、年齢65歳以上の者にあっては当該公的

年金等の収入金額が110万円を超える者に限る。)をい

い、給与所得を有する者を除く。)の数の合計数(以下こ

の条において「給与所得者等の数」という。)が2以上の

場合にあっては、43万円に当該給与所得者等の数から1
を減じた数に10万円を乗じて得た金額を加算した金額)
を超えない世帯に係る納税義務者 

に属する国民健康保険の被保険者及び特定同一世帯所

属者のうち給与所得を有する者(前年中に法第703条の5
に規定する総所得金額に係る所得税法(昭和40年法律第

33号)第28条第1項に規定する給与所得について同条第3
項に規定する給与所得控除額の控除を受けた者(同条第1
項に規定する給与等の収入金額が55万円を超える者に

限る。)をいう。以下この号において同じ。)の数及び公

的年金等に係る所得を有する者(前年中に法第703条の5
に規定する総所得金額に係る所得税法第35条第3項に規

定する公的年金等に係る所得について同条第4項に規定

する公的年金等控除額の控除を受けた者(年齢65歳未満

の者にあっては当該公的年金等の収入金額が60万円を

超える者に限り、年齢65歳以上の者にあっては当該公的

年金等の収入金額が110万円を超える者に限る。)をい

い、給与所得を有する者を除く。)の数の合計数(以下こ

の条において「給与所得者等の数」という。)が2以上の

場合にあっては、43万円に当該給与所得者等の数から1
を減じた数に10万円を乗じて得た金額を加算した金額)
を超えない世帯に係る納税義務者 

ア 国民健康保険の被保険者に係る基礎課税額の被保

険者均等割額 被保険者(第1条第2項に規定する世帯

主を除く。) 1人について当該年度分の被保険者均等

割額の10分の7に相当する額 

ア 国民健康保険の被保険者に係る被保険者均等割額

       被保険者(第1条第2項に規定する世帯

主を除く。) 1人について当該年度分の被保険者均等

割額の10分の7に相当する額 
イ 国民健康保険の被保険者に係る基礎課税額の世帯

別平等割額 次に掲げる世帯の区分に応じ、それぞれ

に定める額 

イ 国民健康保険の被保険者に係る世帯別平等割額 

      次に掲げる世帯の区分に応じ、それぞれ

に定める額 
(ア)～(ウ) 略 (ア)～(ウ) 略 

ウ～カ 略 ウ～カ 略 
(2) 法第703条の5第1項に規定する総所得金額及び山林

所得金額の合算額が、43万円(納税義務者並びにその世帯

に属する国民健康保険の被保険者及び特定同一世帯所

属者のうち給与所得者等の数が2以上の場合にあって

は、43万円に当該給与所得者等の数から1を減じた数に

10万円を乗じて得た金額を加算した金額)に被保険者及

び特定同一世帯所属者1人につき28万5,000円を加算し

た金額を超えない世帯に係る納税義務者(前号に該当す

る者を除く。) 

(2) 法第703条の5   に規定する総所得金額及び山林

所得金額の合算額が、43万円(納税義務者並びにその世帯

に属する国民健康保険の被保険者及び特定同一世帯所

属者のうち給与所得者等の数が2以上の場合にあって

は、43万円に当該給与所得者等の数から1を減じた数に

10万円を乗じて得た金額を加算した金額)に被保険者及

び特定同一世帯所属者1人につき28万5,000円を加算し

た金額を超えない世帯に係る納税義務者(前号に該当す

る者を除く。) 
ア 国民健康保険の被保険者に係る基礎課税額の被保

険者均等割額 被保険者(第1条第2項に規定する世帯

主を除く。) 1人について当該年度分の被保険者均等

割額の10分の5に相当する額 

ア 国民健康保険の被保険者に係る被保険者均等割額

       被保険者(第1条第2項に規定する世帯

主を除く。) 1人について当該年度分の被保険者均等

割額の10分の5に相当する額 
イ 国民健康保険の被保険者に係る基礎課税額の世帯

別平等割額 次に掲げる世帯の区分に応じ、それぞれ

に定める額 

イ 国民健康保険の被保険者に係る世帯別平等割額 

      次に掲げる世帯の区分に応じ、それぞれ

に定める額 
(ア)～(ウ) 略 (ア)～(ウ) 略 

ウ～カ 略 ウ～カ 略 
(3) 法第703条の5第1項に規定する総所得金額及び山林

所得金額の合算額が、43万円(納税義務者並びにその世帯

に属する国民健康保険の被保険者及び特定同一世帯所

属者のうち給与所得者等の数が2以上の場合にあって

は、43万円に当該給与所得者等の数から1を減じた数に1
0万円を乗じて得た金額を加算した金額)に被保険者及び

特定同一世帯所属者1人につき52万円を加算した金額を

超えない世帯に係る納税義務者(前2号に該当する者を除

く。) 

(3) 法第703条の5   に規定する総所得金額及び山林

所得金額の合算額が、43万円(納税義務者並びにその世帯

に属する国民健康保険の被保険者及び特定同一世帯所

属者のうち給与所得者等の数が2以上の場合にあって

は、43万円に当該給与所得者等の数から1を減じた数に1
0万円を乗じて得た金額を加算した金額)に被保険者及び

特定同一世帯所属者1人につき52万円を加算した金額を

超えない世帯に係る納税義務者(前2号に該当する者を除

く。) 
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ア 国民健康保険の被保険者に係る基礎課税額の被保

険者均等割額 被保険者(第1条第2項に規定する世帯

主を除く。) 1人について当該年度分の被保険者均等

割額の10分の2に相当する額 

ア 国民健康保険の被保険者に係る被保険者均等割額

       被保険者(第1条第2項に規定する世帯

主を除く。) 1人について当該年度分の被保険者均等

割額の10分の2に相当する額 
イ 国民健康保険の被保険者に係る基礎課税額の世帯

別平等割額 次に掲げる世帯の区分に応じ、それぞれ

に定める額 

イ 国民健康保険の被保険者に係る世帯別平等割額 

      次に掲げる世帯の区分に応じ、それぞれ

に定める額 
(ア)～(ウ) 略 (ア)～(ウ) 略 

ウ～カ 略 ウ～カ 略 
2 国民健康保険税の納税義務者の属する世帯内に6歳に達

する日以後の最初の3月31日以前である被保険者(以下｢未

就学児｣という。)がある場合における当該納税義務者に対

して課する被保険者均等割額(当該納税義務者の世帯に属

する未就学児につき算定した被保険者均等割額(前項に規

定する金額を減額するものとした場合にあっては、その減

額後の被保険者均等割額)に限る。)は、当該被保険者均等

割額に10分の5を乗じて得た額とする。 

 

(特例対象被保険者等に係る国民健康保険税の課税の特例) (特例対象被保険者等に係る国民健康保険税の課税の特例) 
第23条の2 国民健康保険税の納税義務者である世帯主又は

その世帯に属する国民健康保険の被保険者若しくは特定

同一世帯所属者が特例対象被保険者等(法第703条の5の2
第2項に規定する特例対象被保険者等をいう。第24条の2に
おいて同じ。)である場合における第3条及び前条第1項の規

定の適用については、第3条第1項中「規定する総所得金額」

とあるのは「規定する総所得金額(第23条の2に規定する特

例対象被保険者等の総所得金額に給与所得が含まれてい

る場合においては、当該給与所得については、所得税法第

28条第2項の規定によって計算した金額の100分の30に相

当する金額によるものとする。次項において同じ。)」と、

「同条第2項」とあるのは「法第314条の2第2項」と、前条

第1項第1号中「総所得金額及び」とあるのは「総所得金額

(次条に規定する特例対象被保険者等の総所得金額に給与

所得が含まれている場合においては、当該給与所得につい

ては、所得税法第28条第2項の規定によって計算した金額

の100分の30に相当する金額によるものとする。次号及び

第3号において同じ。)及び」とする。 

第23条の2 国民健康保険税の納税義務者である世帯主又は

その世帯に属する国民健康保険の被保険者若しくは特定

同一世帯所属者が特例対象被保険者等(法第703条の5の2
第2項に規定する特例対象被保険者等をいう。第24条の2に
おいて同じ。)である場合における第3条及び前条の  規

定の適用については、第3条第1項中「規定する総所得金額」

とあるのは「規定する総所得金額(第23条の2に規定する特

例対象被保険者等の総所得金額に給与所得が含まれてい

る場合においては、当該給与所得については、所得税法第

28条第2項の規定によって計算した金額の100分の30に相

当する金額によるものとする。次項において同じ。)」と、

「同条第2項」とあるのは「法第314条の2第2項」と、前条

第1号   中「総所得金額」  とあるのは「総所得金額

(次条に規定する特例対象被保険者等の総所得金額に給与

所得が含まれている場合においては、当該給与所得につい

ては、所得税法第28条第2項の規定によって計算した金額

の100分の30に相当する金額によるものとする。次号及び

第3号において同じ。)  」とする。 
附 則 附 則 

(公的年金等に係る所得に係る国民健康保険税の課税の特

例) 
(公的年金等に係る所得に係る国民健康保険税の課税の特

例) 
9 当分の間、世帯主又はその世帯に属する国民健康保険の

被保険者若しくは特定同一世帯所属者が、前年中に所得税

法第35条第3項に規定する公的年金等に係る所得について

同条第4項に規定する公的年金等控除額(年齢65歳以上で

ある者に係るものに限る。)の控除を受けた場合における第

23条第1項の規定の適用については、同条中「法第703条の

5第1項に規定する総所得金額及び山林所得金額」とあるの

は「法第703条の5第1項に規定する総所得金額(所得税法第

35条第3項に規定する公的年金等に係る所得については、

同条第2項第1号の規定によって計算した金額から15万円

を控除した金額によるものとする。)及び山林所得金額」と、

「110万円」とあるのは「125万円」とする。 

9 当分の間、世帯主又はその世帯に属する国民健康保険の

被保険者若しくは特定同一世帯所属者が、前年中に所得税

法第35条第3項に規定する公的年金等に係る所得について

同条第4項に規定する公的年金等控除額(年齢65歳以上で

ある者に係るものに限る。)の控除を受けた場合における第

23条   の規定の適用については、同条中「法第703条の

5   に規定する総所得金額及び山林所得金額」とあるの

は「法第703条の5   に規定する総所得金額(所得税法第

35条第3項に規定する公的年金等に係る所得については、

同条第2項第1号の規定によって計算した金額から15万円

を控除した金額によるものとする。)及び山林所得金額」と、

「110万円」とあるのは「125万円」とする。 
(上場株式等に係る配当所得等に係る国民健康保険税の課

税の特例) 
(上場株式等に係る配当所得等に係る国民健康保険税の課

税の特例) 
10 世帯主又はその世帯に属する国民健康保険の被保険者

若しくは特定同一世帯所属者が法附則第33条の2第5項の

10 世帯主又はその世帯に属する国民健康保険の被保険者

若しくは特定同一世帯所属者が法附則第33条の2第5項の
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配当所得等を有する場合における第3条、第6条、第8条及

び第23条第1項の規定の適用については、第3条第1項中「及

び山林所得金額」とあるのは「及び山林所得金額並びに法

附則第33条の2第5項に規定する上場株式等に係る配当所

得等の金額」と、「同条第2項」とあるのは「法第314条の

2第2項」と、同条第2項中「又は山林所得金額」とあるの

は「若しくは山林所得金額又は法附則第33条の2第5項に規

定する上場株式等に係る配当所得等の金額」と、第23条第

1項中「及び山林所得金額」とあるのは「及び山林所得金

額並びに法附則第33条の2第5項に規定する上場株式等に

係る配当所得等の金額」とする。 

配当所得等を有する場合における第3条、第6条、第8条及

び第23条   の規定の適用については、第3条第1項中「及

び山林所得金額」とあるのは「及び山林所得金額並びに法

附則第33条の2第5項に規定する上場株式等に係る配当所

得等の金額」と、「同条第2項」とあるのは「法第314条の

2第2項」と、同条第2項中「又は山林所得金額」とあるの

は「若しくは山林所得金額又は法附則第33条の2第5項に規

定する上場株式等に係る配当所得等の金額」と、第23条 

  中「及び山林所得金額」とあるのは「及び山林所得金

額並びに法附則第33条の2第5項に規定する上場株式等に

係る配当所得等の金額」とする。 
(長期譲渡所得に係る国民健康保険税の課税の特例) (長期譲渡所得に係る国民健康保険税の課税の特例) 

11 世帯主又はその世帯に属する国民健康保険の被保険者

若しくは特定同一世帯所属者が法附則第34条第4項の譲渡

所得を有する場合における第3条、第6条、第8条及び第23
条第1項の規定の適用については、第3条第1項中「及び山

林所得金額の合計額から同条第2項」とあるのは「及び山

林所得金額並びに法附則第34条第4項に規定する長期譲渡

所得の金額(租税特別措置法(昭和32年法律第26号)第33条
の4第1項若しくは第2項、第34条第1項、第34条の2第1項、

第34条の3第1項、第35条第1項、第35条の2第1項、第35条
の3第1項又は第36条の規定に該当する場合には、これらの

規定の適用により同法第31条第1項に規定する長期譲渡所

得の金額から控除する金額を控除した金額。以下この項に

おいて「控除後の長期譲渡所得の金額」という。)の合計額

から法第314条の2第2項」と、「及び山林所得金額の合計

額(」とあるのは「及び山林所得金額並びに控除後の長期譲

渡所得の金額の合計額(」と、同条第2項中「又は山林所得

金額」とあるのは「若しくは山林所得金額又は法附則第34
条第4項に規定する長期譲渡所得の金額」と、第23条第1項
中「及び山林所得金額」とあるのは「及び山林所得金額並

びに法附則第34条第4項に規定する長期譲渡所得の金額」

とする。 

11 世帯主又はその世帯に属する国民健康保険の被保険者

若しくは特定同一世帯所属者が法附則第34条第4項の譲渡

所得を有する場合における第3条、第6条、第8条及び第23
条   の規定の適用については、第3条第1項中「及び山

林所得金額の合計額から同条第2項」とあるのは「及び山

林所得金額並びに法附則第34条第4項に規定する長期譲渡

所得の金額(租税特別措置法(昭和32年法律第26号)第33条
の4第1項若しくは第2項、第34条第1項、第34条の2第1項、

第34条の3第1項、第35条第1項、第35条の2第1項、第35条
の3第1項又は第36条の規定に該当する場合には、これらの

規定の適用により同法第31条第1項に規定する長期譲渡所

得の金額から控除する金額を控除した金額。以下この項に

おいて「控除後の長期譲渡所得の金額」という。)の合計額

から法第314条の2第2項」と、「及び山林所得金額の合計

額(」とあるのは「及び山林所得金額並びに控除後の長期譲

渡所得の金額の合計額(」と、同条第2項中「又は山林所得

金額」とあるのは「若しくは山林所得金額又は法附則第34
条第4項に規定する長期譲渡所得の金額」と、第23条   
中「及び山林所得金額」とあるのは「及び山林所得金額並

びに法附則第34条第4項に規定する長期譲渡所得の金額」

とする。 
(一般株式等に係る譲渡所得等に係る国民健康保険税の課

税の特例) 
(一般株式等に係る譲渡所得等に係る国民健康保険税の課

税の特例) 
13 世帯主又はその世帯に属する国民健康保険の被保険者

若しくは特定同一世帯所属者が法附則第35条の2第5項の

一般株式等に係る譲渡所得等を有する場合における第3
条、第6条、第8条及び第23条第1項の規定の適用について

は、第3条第1項中「及び山林所得金額」とあるのは「及び

山林所得金額並びに法附則第35条の2第5項に規定する一

般株式等に係る譲渡所得等の金額」と、「同条第2項」と

あるのは「法第314条の2第2項」と、同条第2項中「又は山

林所得金額」とあるのは「若しくは山林所得金額又は法附

則第35条の2第5項に規定する一般株式等に係る譲渡所得

等の金額」と、第23条第1項中「及び山林所得金額」とあ

るのは「及び山林所得金額並びに法附則第35条の2第5項に

規定する一般株式等に係る譲渡所得等の金額」とする。 

13 世帯主又はその世帯に属する国民健康保険の被保険者

若しくは特定同一世帯所属者が法附則第35条の2第5項の

一般株式等に係る譲渡所得等を有する場合における第3
条、第6条、第8条及び第23条   の規定の適用について

は、第3条第1項中「及び山林所得金額」とあるのは「及び

山林所得金額並びに法附則第35条の2第5項に規定する一

般株式等に係る譲渡所得等の金額」と、「同条第2項」と

あるのは「法第314条の2第2項」と、同条第2項中「又は山

林所得金額」とあるのは「若しくは山林所得金額又は法附

則第35条の2第5項に規定する一般株式等に係る譲渡所得

等の金額」と、第23条   中「及び山林所得金額」とあ

るのは「及び山林所得金額並びに法附則第35条の2第5項に

規定する一般株式等に係る譲渡所得等の金額」とする。 
(上場株式等に係る譲渡所得等に係る国民健康保険税の課

税の特例) 
(上場株式等に係る譲渡所得等に係る国民健康保険税の課

税の特例) 
14 世帯主又はその世帯に属する国民健康保険の被保険者

若しくは特定同一世帯所属者が法附則第35条の2の2第5項
の上場株式等に係る譲渡所得等を有する場合における第3
条、第6条、第8条及び第23条第1項の規定の適用について

は、第3条第1項中「及び山林所得金額」とあるのは「及び

山林所得金額並びに法附則第35条の2の2第5項に規定する

14 世帯主又はその世帯に属する国民健康保険の被保険者

若しくは特定同一世帯所属者が法附則第35条の2の2第5項
の上場株式等に係る譲渡所得等を有する場合における第3
条、第6条、第8条及び第23条   の規定の適用について

は、第3条第1項中「及び山林所得金額」とあるのは「及び

山林所得金額並びに法附則第35条の2の2第5項に規定する
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上場株式等に係る譲渡所得等の金額」と、「同条第2項」

とあるのは「法第314条の2第2項」と、同条第2項中「又は

山林所得金額」とあるのは「若しくは山林所得金額又は法

附則第35条の2の2第5項に規定する上場株式等に係る譲渡

所得等の金額」と、第23条第1項中「及び山林所得金額」

とあるのは「及び山林所得金額並びに法附則第35条の2の2
第5項に規定する上場株式等に係る譲渡所得等の金額」と

する。 

上場株式等に係る譲渡所得等の金額」と、「同条第2項」

とあるのは「法第314条の2第2項」と、同条第2項中「又は

山林所得金額」とあるのは「若しくは山林所得金額又は法

附則第35条の2の2第5項に規定する上場株式等に係る譲渡

所得等の金額」と、第23条   中「及び山林所得金額」

とあるのは「及び山林所得金額並びに法附則第35条の2の2
第5項に規定する上場株式等に係る譲渡所得等の金額」と

する。 
(先物取引に係る雑所得等に係る国民健康保険税の課税の

特例) 
(先物取引に係る雑所得等に係る国民健康保険税の課税の

特例) 
15 世帯主又はその世帯に属する国民健康保険の被保険者

若しくは特定同一世帯所属者が法附則第35条の4第4項の

事業所得、譲渡所得又は雑所得を有する場合における第3
条、第6条、第8条及び第23条第1項の規定の適用について

は、第3条第1項中「及び山林所得金額」とあるのは「及び

山林所得金額並びに法附則第35条の4第4項に規定する先

物取引に係る雑所得等の金額」と、「同条第2項」とある

のは「法第314条の2第2項」と、同条第2項中「又は山林所

得金額」とあるのは「若しくは山林所得金額又は法附則第

35条の4第4項に規定する先物取引に係る雑所得等の金額」

と、第23条第1項中「及び山林所得金額」とあるのは「及

び山林所得金額並びに法附則第35条の4第4項に規定する

先物取引に係る雑所得等の金額」とする。 

15 世帯主又はその世帯に属する国民健康保険の被保険者

若しくは特定同一世帯所属者が法附則第35条の4第4項の

事業所得、譲渡所得又は雑所得を有する場合における第3
条、第6条、第8条及び第23条   の規定の適用について

は、第3条第1項中「及び山林所得金額」とあるのは「及び

山林所得金額並びに法附則第35条の4第4項に規定する先

物取引に係る雑所得等の金額」と、「同条第2項」とある

のは「法第314条の2第2項」と、同条第2項中「又は山林所

得金額」とあるのは「若しくは山林所得金額又は法附則第

35条の4第4項に規定する先物取引に係る雑所得等の金額」

と、第23条   中「及び山林所得金額」とあるのは「及

び山林所得金額並びに法附則第35条の4第4項に規定する

先物取引に係る雑所得等の金額」とする。 
(土地の譲渡等に係る事業所得等に係る国民健康保険税の

課税の特例) 
(土地の譲渡等に係る事業所得等に係る国民健康保険税の

課税の特例) 
16 世帯主又はその世帯に属する国民健康保険の被保険者

若しくは特定同一世帯所属者が法附則第33条の3第5項の

事業所得又は雑所得を有する場合における第3条、第6条、

第8条及び第23条第1項の規定の適用については、第3条第1
項中「及び山林所得金額」とあるのは「及び山林所得金額

並びに法附則第33条の3第5項に規定する土地等に係る事

業所得等の金額」と、「同条第2項」とあるのは「法第314
条の2第2項」と、同条第2項中「又は山林所得金額」とあ

るのは「若しくは山林所得金額又は法附則第33条の3第5項
に規定する土地等に係る事業所得等の金額」と、第23条第

1項中「及び山林所得金額」あるのは「及び山林所得金額

並びに法附則第33条の3第5項に規定する土地等に係る事

業所得等の金額」とする。 

16 世帯主又はその世帯に属する国民健康保険の被保険者

若しくは特定同一世帯所属者が法附則第33条の3第5項の

事業所得又は雑所得を有する場合における第3条、第6条、

第8条及び第23条   の規定の適用については、第3条第1
項中「及び山林所得金額」とあるのは「及び山林所得金額

並びに法附則第33条の3第5項に規定する土地等に係る事

業所得等の金額」と、「同条第2項」とあるのは「法第314
条の2第2項」と、同条第2項中「又は山林所得金額」とあ

るのは「若しくは山林所得金額又は法附則第33条の3第5項
に規定する土地等に係る事業所得等の金額」と、第23条 

  中「及び山林所得金額」あるのは「及び山林所得金額

並びに法附則第33条の3第5項に規定する土地等に係る事

業所得等の金額」とする。 
(特例適用利子等に係る国民健康保険税の課税の特例) (特例適用利子等に係る国民健康保険税の課税の特例) 

17 世帯主又はその世帯に属する国民健康保険の被保険者

若しくは特定同一世帯所属者が外国居住者等の所得に対

する相互主義による所得税等の非課税等に関する法律(昭
和37年法律第144号)第8条第2項に規定する特例適用利子

等、同法第12条第5項に規定する特例適用利子等又は同法

第16条第2項に規定する特例適用利子等に係る利子所得、

配当所得、譲渡所得、一時所得及び雑所得を有する場合に

おける第3条、第6条、第8条及び第23条第1項の規定の適用

については、第3条第1項中「山林所得金額の合計額から同

条第2項」とあるのは「山林所得金額並びに外国居住者等

の所得に対する相互主義による所得税等の非課税等に関

する法律(昭和37年法律第144号)第8条第2項(同法第12条
第5項及び第16条第2項において準用する場合を含む。)に
規定する特例適用利子等の額(以下この条及び第23条第1
項において「特例適用利子等の額」という。)の合計額から

法第314条の2第2項」と、「山林所得金額の合計額(」とあ

るのは「山林所得金額並びに特例適用利子等の額の合計額

17 世帯主又はその世帯に属する国民健康保険の被保険者

若しくは特定同一世帯所属者が外国居住者等の所得に対

する相互主義による所得税等の非課税等に関する法律(昭
和37年法律第144号)第8条第2項に規定する特例適用利子

等、同法第12条第5項に規定する特例適用利子等又は同法

第16条第2項に規定する特例適用利子等に係る利子所得、

配当所得、譲渡所得、一時所得及び雑所得を有する場合に

おける第3条、第6条、第8条及び第23条   の規定の適用

については、第3条第1項中「山林所得金額の合計額から同

条第2項」とあるのは「山林所得金額並びに外国居住者等

の所得に対する相互主義による所得税等の非課税等に関

する法律(昭和37年法律第144号)第8条第2項(同法第12条
第5項及び第16条第2項において準用する場合を含む。)に
規定する特例適用利子等の額(以下この条及び第23条  

 において「特例適用利子等の額」という。)の合計額から

法第314条の2第2項」と、「山林所得金額の合計額(」とあ

るのは「山林所得金額並びに特例適用利子等の額の合計額
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(」と、同条第2項中「又は山林所得金額」とあるのは「若

しくは山林所得金額又は特例適用利子等の額」と、第23条
第1項中「山林所得金額」とあるのは「山林所得金額並び

に特例適用利子等の額」とする。 

(」と、同条第2項中「又は山林所得金額」とあるのは「若

しくは山林所得金額又は特例適用利子等の額」と、第23条
   中「山林所得金額」とあるのは「山林所得金額並び

に特例適用利子等の額」とする。 
(特例適用配当等に係る国民健康保険税の課税の特例) (特例適用配当等に係る国民健康保険税の課税の特例) 

18 世帯主又はその世帯に属する国民健康保険の被保険者

若しくは特定同一世帯所属者が外国居住者等の所得に対

する相互主義による所得税等の非課税等に関する法律第8
条第4項に規定する特例適用配当等、同法第12条第6項に規

定する特例適用配当等又は同法第16条第3項に規定する特

例適用配当等に係る利子所得、配当所得及び雑所得を有す

る場合における第3条、第6条、第8条及び第23条第1項の規

定の適用については、第3条第1項中「山林所得金額の合計

額から同条第2項」とあるのは「山林所得金額並びに外国

居住者等の所得に対する相互主義による所得税等の非課

税等に関する法律第8条第4項(同法第12条第6項及び第16
条第3項において準用する場合を含む。)に規定する特例適

用配当等の額(以下この条及び第23条第1項において「特例

適用配当等の額」という。)の合計額から法第314条の2第2
項」と、「山林所得金額の合計額(」とあるのは「山林所得

金額並びに特例適用配当等の額の合計額(」と、同条第2項
中「又は山林所得金額」とあるのは「若しくは山林所得金

額又は特例適用配当等の額」と、第23条第1項中「山林所

得金額」とあるのは「山林所得金額並びに特例適用配当等

の額」とする。 

18 世帯主又はその世帯に属する国民健康保険の被保険者

若しくは特定同一世帯所属者が外国居住者等の所得に対

する相互主義による所得税等の非課税等に関する法律第8
条第4項に規定する特例適用配当等、同法第12条第6項に規

定する特例適用配当等又は同法第16条第3項に規定する特

例適用配当等に係る利子所得、配当所得及び雑所得を有す

る場合における第3条、第6条、第8条及び第23条   の規

定の適用については、第3条第1項中「山林所得金額の合計

額から同条第2項」とあるのは「山林所得金額並びに外国

居住者等の所得に対する相互主義による所得税等の非課

税等に関する法律第8条第4項(同法第12条第6項及び第16
条第3項において準用する場合を含む。)に規定する特例適

用配当等の額(以下この条及び第23条   において「特例

適用配当等の額」という。)の合計額から法第314条の2第2
項」と、「山林所得金額の合計額(」とあるのは「山林所得

金額並びに特例適用配当等の額の合計額(」と、同条第2項
中「又は山林所得金額」とあるのは「若しくは山林所得金

額又は特例適用配当等の額」と、第23条   中「山林所

得金額」とあるのは「山林所得金額並びに特例適用配当等

の額」とする。 
(条約適用利子等に係る国民健康保険税の課税の特例) (条約適用利子等に係る国民健康保険税の課税の特例) 

19 世帯主又はその世帯に属する国民健康保険の被保険者

若しくは特定同一世帯所属者が租税条約等の実施に伴う

所得税法、法人税法及び地方税法の特例等に関する法律(昭
和44年法律第46号。以下「租税条約等実施特例法」という。)
第3条の2の2第10項に規定する条約適用利子等に係る利子

所得、配当所得、譲渡所得、一時所得及び雑所得を有する

場合における第3条、第6条、第8条及び第23条第1項の規定

の適用については、第3条第1項中「及び山林所得金額の合

計額から同条第2項」とあるのは「及び山林所得金額並び

に租税条約等の実施に伴う所得税法、法人税法及び地方税

法の特例等に関する法律(昭和44年法律第46号。以下「租

税条約等実施特例法」という。)第3条の2の2第10項に規定

する条約適用利子等の額の合計額から法第314条の2第2
項」と、「及び山林所得金額の合計額(」とあるのは「及び

山林所得金額並びに租税条約等実施特例法第3条の2の2第
10項に規定する条約適用利子等の額の合計額(」と、同条第

2項中「又は山林所得金額」とあるのは「若しくは山林所

得金額又は租税条約等実施特例法第3条の2の2第10項に規

定する条約適用利子等の額」と、第23条第1項中「及び山

林所得金額」とあるのは「及び山林所得金額並びに租税条

約等実施特例法第3条の2の2第10項に規定する条約適用利

子等の額」とする。 

19 世帯主又はその世帯に属する国民健康保険の被保険者

若しくは特定同一世帯所属者が租税条約等の実施に伴う

所得税法、法人税法及び地方税法の特例等に関する法律(昭
和44年法律第46号。以下「租税条約等実施特例法」という。)
第3条の2の2第10項に規定する条約適用利子等に係る利子

所得、配当所得、譲渡所得、一時所得及び雑所得を有する

場合における第3条、第6条、第8条及び第23条   の規定

の適用については、第3条第1項中「及び山林所得金額の合

計額から同条第2項」とあるのは「及び山林所得金額並び

に租税条約等の実施に伴う所得税法、法人税法及び地方税

法の特例等に関する法律(昭和44年法律第46号。以下「租

税条約等実施特例法」という。)第3条の2の2第10項に規定

する条約適用利子等の額の合計額から法第314条の2第2
項」と、「及び山林所得金額の合計額(」とあるのは「及び

山林所得金額並びに租税条約等実施特例法第3条の2の2第
10項に規定する条約適用利子等の額の合計額(」と、同条第

2項中「又は山林所得金額」とあるのは「若しくは山林所

得金額又は租税条約等実施特例法第3条の2の2第10項に規

定する条約適用利子等の額」と、第23条   中「及び山

林所得金額」とあるのは「及び山林所得金額並びに租税条

約等実施特例法第3条の2の2第10項に規定する条約適用利

子等の額」とする。 
(条約適用配当等に係る国民健康保険税の課税の特例) (条約適用配当等に係る国民健康保険税の課税の特例) 

20 世帯主又はその世帯に属する国民健康保険の被保険者

若しくは特定同一世帯所属者が租税条約等実施特例法第3
条の2の2第12項に規定する条約適用配当等に係る利子所

得、配当所得及び雑所得を有する場合における第3条、第6
条、第8条及び第23条第1項の規定の適用については、第3
条第1項中「及び山林所得金額の合計額から同条第2項」と

あるのは「及び山林所得金額並びに租税条約等の実施に伴

20 世帯主又はその世帯に属する国民健康保険の被保険者

若しくは特定同一世帯所属者が租税条約等実施特例法第3
条の2の2第12項に規定する条約適用配当等に係る利子所

得、配当所得及び雑所得を有する場合における第3条、第6
条、第8条及び第23条   の規定の適用については、第3
条第1項中「及び山林所得金額の合計額から同条第2項」と

あるのは「及び山林所得金額並びに租税条約等の実施に伴
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う所得税法、法人税法及び地方税法の特例等に関する法律

(昭和44年法律第46号。以下「租税条約等実施特例法」と

いう。)第3条の2の2第12項に規定する条約適用配当等の額

の合計額から法第314条の2第2項」と、「及び山林所得金

額の合計額(」とあるのは「及び山林所得金額並びに租税条

約等実施特例法第3条の2の2第12項に規定する条約適用配

当等の額の合計額(」と、同条第2項中「又は山林所得金額」

とあるのは「若しくは山林所得金額又は租税条約等実施特

例法第3条の2の2第12項に規定する条約適用配当等の額」

と、第23条第1項中「及び山林所得金額」とあるのは「及

び山林所得金額並びに租税条約等実施特例法第3条の2の2
第12項に規定する条約適用配当等の額」とする。 

う所得税法、法人税法及び地方税法の特例等に関する法律

(昭和44年法律第46号。以下「租税条約等実施特例法」と

いう。)第3条の2の2第12項に規定する条約適用配当等の額

の合計額から法第314条の2第2項」と、「及び山林所得金

額の合計額(」とあるのは「及び山林所得金額並びに租税条

約等実施特例法第3条の2の2第12項に規定する条約適用配

当等の額の合計額(」と、同条第2項中「又は山林所得金額」

とあるのは「若しくは山林所得金額又は租税条約等実施特

例法第3条の2の2第12項に規定する条約適用配当等の額」

と、第23条   中「及び山林所得金額」とあるのは「及

び山林所得金額並びに租税条約等実施特例法第3条の2の2
第12項に規定する条約適用配当等の額」とする。 
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【議案第１１２号関係】 

 

   三豊市国民健康保険条例（平成１８年三豊市条例第１３３号） 一部改正 新旧対照表（抄） 

 

改正後（案） 現   行 

(出産育児一時金) (出産育児一時金) 
第5条 被保険者が出産したときは、当該被保険者の属する

世帯の世帯主に対し、出産育児一時金として40万8,000円
を支給する。ただし、市長が健康保険法施行令(大正15年勅

令第243号)第36条の規定を勘案し、必要があると認めると

きは、規則で定めるところにより、これに3万円を上限と

して加算するものとする。 

第5条 被保険者が出産したときは、当該被保険者の属する

世帯の世帯主に対し、出産育児一時金として40万4,000円
を支給する。ただし、市長が健康保険法施行令(大正15年勅

令第243号)第36条の規定を勘案し、必要があると認めると

きは、規則で定めるところにより、これに3万円を上限と

して加算するものとする。 
2 略 2 略 
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【議案第１１3号関係】 

 

   三豊市幼保連携型認定こども園条例等の一部を改正する条例 新旧対照表（抄） 

 

【第１条関係】 三豊市幼保連携型認定こども園条例（令和２年三豊市条例第３６号） 一部改正 

改正後（案） 現   行 

(名称及び位置) (名称及び位置) 
第2条 認定こども園の名称及び位置は、次のとおりとする。 第2条 認定こども園の名称及び位置は、次のとおりとする。 

名称 位置 
三豊市立仁尾こども園 三豊市仁尾町仁尾丁636番地1 

略 
 

名称 位置 
 

略 
 

 
【第２条関係】 三豊市立学校条例（平成１８年三豊市条例第２０５号） 一部改正 

改正後（案） 現   行 

別表(第2条関係) 別表(第2条関係) 
学校の種類 名称 位置 

略 
幼稚園 略 

(削除) 
 

(削除) 
 

略 
 

学校の種類 名称 位置 
略 

幼稚園 略 
三豊市立平石幼稚

園 
三豊市仁尾町仁尾丙1757番
地4 

略 
 

 
【第３条関係】 三豊市立幼稚園預かり保育及び延長保育条例（平成１８年三豊市条例第２０８号） 一部改正 

改正後（案） 現   行 

別表(第2条関係) 別表(第2条関係) 
名称 位置 

略 
(削除) 
 

(削除) 
 
略 

 

名称 位置 
略 

三豊市立平石幼稚園 三豊市仁尾町仁尾丙1757番地

4 
略 

 

 
【第４条関係】 三豊市立学校体育施設利用条例（平成１８年三豊市条例第２４０号） 一部改正 

改正後（案） 現   行 

別表第1(第2条関係) 別表第1(第2条関係) 
学校名 体育施設名 備考 

略 
(削除) 
 

(削除)   
 

学校名 体育施設名 備考 
略 

三豊市立平石幼稚

園 
運動場   

 

 
【第５条関係】 三豊市保育所条例（平成１８年三豊市条例第１１２号） 一部改正 

改正後（案） 現   行 

別表(第2条関係) 別表(第2条関係) 
名称 位置 

略 
(削除) (削除) 

 

名称 位置 
略 

三豊市立仁尾保育所 三豊市仁尾町仁尾丁636番地1 
 

 
 

15


